
仕 様 書 

 

契約件名 青森運輸支局ロードヒーター追加設置工事 

工  期 契約日の翌日から令和９年３月３１日 

場  所 青森県青森市大字浜田字豊田１３９－１３ 

     青森運輸支局 

 

１．工事内容 

 受注者は、添付の「設計内訳書」及び「設計図」に基づき、青森運輸支局におけるロードヒ

ーターの追加設置工事を実施し、またその他附帯する工事一式を行うこと。 

 

２．養生及び安全の確保 

（１）受注者は、工事に必要な機材等の搬入・搬出にあたっては、事前に適切な養生を行い、

既存の施設、物品等に損害を与えないよう十分に注意すること。 

（２）受注者は、工事を開始する前に「工事のお知らせ」の看板等を掲示し、工事が行われる

ことを利用者及び職員に認識してもらうこと。 

（３）受注者は、資機材及び残材等近隣への飛散を防止すること。また、資材置き場の立ち

入り禁止対策を行うこと。 

（４）受注者は、構内で接触事故の無いよう最徐行運転を行う等十分に注意すること。 

（５）受注者は、工事にあたり既存の施設、物品等に損害を与えた場合は、受注者の責任に

おいて直ちに修復あるいは代替品をもって弁償すること。 

（６）本工事の施工場所は、日本海溝･千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進地域が含まれる

工事であることから、受注者は、別添「北海道･三陸沖後発地震注意情報発表時の対応」

に基づき安全確保のための措置を講ずること。 

 

３．監督及び検査 

（１）監督 

受注者は、本仕様書の各事項に不明な点がある場合は、発注者の指定する監督職員と

打合せのうえ、その指示に従うこと。 

（２）検査 

受注者は、工事を完成させたときはその旨を発注者に通知し、発注者の指定する検査

職員の検査を受けなければならない。 

なお、受注者は、検査の結果不良箇所を認めたときは、直ちに交換若しくは補修しなけ

ればならない。 

 

４．その他 

（１）受注者は、契約締結後速やかに工程について監督職員あて連絡すること。 

（２）受注者は、施工前に現場代理人及び主任技術者を選任し、届け出ること。 



（３）受注者は、工事を頭書に掲げる工期内に完成し、工事目的物を発注者に引き渡すもの

とする。なお、冬期間における気温低下や降雪等により影響を受ける作業については、原

則１２月までに完了することとする。 

（４）受注者は、工事にあたり事前に監督職員と十分な打合せを行い、業務に支障を来さな

いよう十分な配慮を行うこと。 

（５）受注者は、原則平日９：００～１７：００に作業を行うこととするが、やむを得ない場

合は発注者と協議の上、休日（土・日曜日及び祝祭日）の作業も可能とする。 

（６）受注者は、荷揚げ、荷下ろし等に伴い駐車場を使用する場合は、事前に監督職員と協

議の上日程を決定し、作業を行うこと。 

（７）受注者は、工事に伴って発生した廃材は適法に受注者の責任において完全に処分する

こと。 

（８）受注者は、本工事が石綿事前調査の対象となる場合は、請負代金に当該費用を見込む

こと。 

（９）受注者は、本工事における電気設備工事に伴い電気主任技術者の立会等が必要となる

場合は、請負代金に当該費用を見込むこと。 

（10）受注者は、本工事施工に必要な官公署その他に対する諸手続きを、遅滞な

く行うこととし、かかる費用は受注者の負担とする。 

（11）受注者は、本工事を当該仕様書に基づき施工するものとする。また、国土交通省大臣

官房官庁営繕部監修「公共建築工事標準仕様書」等ならびに諸関係法規及び規則に準拠

し、安全かつ円滑に施工すること。その他必要事項は監督職員の指示に従うこと。 



  

別添 
北海道･三陸沖後発地震注意情報発表時の対応 

 
（１）本工事の施工場所は、日本海溝･千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進地域が含まれる工

事である。 
 
（２）受注者は、本工事の施工条件、施工内容を踏まえ、北海道･三陸沖後発地震注意情報の発

表時における、後発地震による揺れの影響が大きい作業又は津波による影響を受ける作業に

対する措置（｢北海道･三陸沖後発地震注意情報｣の発表に基づき注意する措置及び受注者が

必要に応じて警戒する措置）の内容及び津波避難を含む作業員等の安全確保の方法について

施工計画書に記載するものとする。なお、日本海溝･千島海溝周辺海溝型地震津波避難対策

特別強化地域における工事にあっては、津波避難に関して施工計画書に記載するものとす

る。 
 
（３）受注者は、北海道･三陸沖後発地震注意情報が気象庁から発表された場合には、本工事の

施工条件、施工内容を踏まえ、改めて後発地震による揺れの影響が大きい作業又は津波によ

る影響を受ける作業の一時中止か継続を判断するものとし、その結果を、監督職員に連絡

し、その後の対応について監督職員の指示を受けるものとする。工事等を継続する場合に受

注者は、本工事等に必要な安全対策の措置を速やかに講じ、建築工事安全施工技術指針等に

基づき適切に作業員等の安全確保に努めなければならない。 
 
（４）受注者は、北海道･三陸沖後発地震注意情報を受けて措置を行った場合においては、実施

した内容について監督職員に報告するものとする。 
 
（５）なお、北海道･三陸沖後発地震注意情報の発表があった場合は、後発地震及び津波の発生

に備えるため必要に応じて、受注者は施工計画書の記載にかかわらず、工事の一時中止につ

いて監督職員と協議できるものとする。 



令和8年

青森運輸支局ロードヒーター追加設置工事設計業務

設計内訳書　【参考数量】



工　事　名　称 青森運輸支局ロードヒーター追加設置工事 刊行物

工　事　場　所 青森市大字浜田字豊田139-13 建設物価 2026年8月 積算資料 2026年7月

建築コスト 2026年7月 建築施工単価 2026年7月

数量 単価 金額 備考 数量 単価 金額 備考

設計内訳書　【参考数量】 工　事　番　号

工　事　名　称

工　事　場　所

設　計　金　額 一金 円也

（内消費税相当額　 円）

設　定　工　期 3.0 ケ月

名      称 摘      要 単位
 原   設   計

差引増減額

青森運輸支局ロードヒーター追加設置工事

青森市大字浜田字豊田139-13

 変  更  設  計



数量 単価 金額 備考 数量 単価 金額 備考
名      称 摘      要 単位

 原   設   計
差引増減額

 変  更  設  計

Ａ 直接工事費　

建築工事 式 1.0

電気設備工事 式 1.0

発生材処分費 式 1.0

産業廃棄物税相当額 式 1.0

直接工事費　計

B 共通仮設費

建築工事 式 1.0

電気設備工事 式 1.0

共通仮設費　計

純工事費

ｃ 現場管理費

建築工事 式 1.0

電気設備工事 式 1.0

工事原価

（監理事務所無し補正-0.887）



数量 単価 金額 備考 数量 単価 金額 備考
名      称 摘      要 単位

 原   設   計
差引増減額

 変  更  設  計

D 一般管理費等

一般管理費等 式 1.00

工事価格

端数処理

E 消費税相当額 10％ 式 1.00

工事費総額



青森運輸支局ロードヒーター追加設置工事

設計内訳書　【参考数量】



数　量 単　価 金　額 備　考 数　量 単　価 金　額 備　考

1 電灯設備工事 1)電灯幹線設備 式 1.00

2 電熱設備工事 式 1.00

合計

差引増減額

青森運輸支局ロードヒーター追加設置工事

名　　　称 摘　　　要 単位
原　設　計 変　更　設　計

Ｎｏ．　5



数　量 単　価 金　額 備　考 数　量 単　価 金　額 備　考
差引増減額名　　　称 摘　　　要 単位

原　設　計 変　更　設　計

1 電灯設備工事 1)電灯幹線

改設

EM-CETｹｰﾌﾞﾙ 22sq 管内 ｍ 1.00

ねじなし電線管 51mm 露出配管 ｍ 1.00

開閉器 MCCB3P100/75A 個 1.00

小計

Ｎｏ．　6



数　量 単　価 金　額 備　考 数　量 単　価 金　額 備　考
差引増減額名　　　称 摘　　　要 単位

原　設　計 変　更　設　計

2 電熱設備工事

改設

EM-CEｹｰﾌﾞﾙ 5.5sq-2C 天井内 ｍ 62.00

EM-CEｹｰﾌﾞﾙ 5.5sq-2C 管内 ｍ 77.00

EM-CEｹｰﾌﾞﾙ 3.5sq-3C 天井内 ｍ 31.00

EM-CEｹｰﾌﾞﾙ 3.5sq-3C 管内 ｍ 33.00

ねじなし電線管 25mm 露出配管 ｍ 3.00

ねじなし電線管 31mm 露出配管 ｍ 6.00

厚鋼電線管 22mm 露出配管 ｍ 30.00

厚鋼電線管 28mm 露出配管 ｍ 71.00

波付合成樹脂管 30mm 地中隠蔽 ｍ 16.00

ﾌﾟﾙﾎﾞｯｸｽ WP-SUS 300×300×200 個 1.00

ﾌﾟﾙﾎﾞｯｸｽ WP-SUS 300×300×300 個 4.00

ﾌﾟﾙﾎﾞｯｸｽ WP-SUS 600×600×300 個 1.00

壁はつり 厚150 25φ 箇所 3.00

壁はつり 厚150 38φ 箇所 6.00

縁石はつり 厚100 25φ 箇所 3.00

縁石はつり 厚100 38φ 箇所 6.00

ﾋｰﾀーﾕﾆｯﾄ 250W　14.7㎡　 3.96kW ﾕﾆｯﾄ 3.00

ﾋｰﾀーﾕﾆｯﾄ 250W　12.4㎡　 3.10kW ﾕﾆｯﾄ 3.00

ﾘｰﾄﾞｹｰﾌﾞﾙ RHVV 5.5sq-1C ｍ 200.00

融雪ｺﾝﾄﾛｰﾗｰ 1回路 台 1.00

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ温度調節器 台 2.00

Ｎｏ．　7



数　量 単　価 金　額 備　考 数　量 単　価 金　額 備　考
差引増減額名　　　称 摘　　　要 単位

原　設　計 変　更　設　計

白金測温抵抗体 台 2.00

融雪制御盤 台 1.00

ﾋｰﾃｨﾝｸﾞﾕﾆｯﾄ敷設工事 ㎡ 81.00

ﾘｰﾄﾞｹｰﾌﾞﾙ 路面埋設 ｍ 200.00

ﾕﾆｯﾄ接続 箇所 12.00

自動制御器 試験調整費 台 3.00

降雪ｾﾝｻ 取付調整費 台 1.00

路面温度ｾﾝｻ 取付調整費 台 2.00

制御盤据付費 面 1.00

運搬出張費交通費 式 1.00

小計

Ｎｏ．　8



青森運輸支局ロードヒーター追加設置工事

設計内訳書　【参考数量】



数量 単価 金額 数量 単価 金額

Ａ 建築改修工事

1 直接仮設工事 式 1.0

2 撤去工事 式 1.0

3 新設 式 1.0

4 積込み費 式 1.0

5 運搬費 式 1.0

6 処分費 式 1.0

7 産業廃棄物税相当額 式 1.0

発生材処分費 6 1.0

産業廃棄物税相当額 7 1.0

直接工事費　計 1～7

備考摘　　　要 差引増減額名      称 単位
 原   設   計  変  更  設  計

建築改修工事－ 1



数量 単価 金額 数量 単価 金額
備考摘　　　要 差引増減額名      称 単位

 原   設   計  変  更  設  計

1 直接仮設工事

A型バリケード 小規模 ㎡ 45.80

合計

2 撤去工事

タイル面カッター入れ ｍ 114.0

コンクリ面カッター入れ ｍ 114.0

タイルはがし（下地共） ㎡ 3.9

コンクリート撤去 ㎡ 2.4

合計

建築改修工事－ 2



数量 単価 金額 数量 単価 金額
備考摘　　　要 差引増減額名      称 単位

 原   設   計  変  更  設  計

3 新設

均しモルタル ｔ＝30程度 材工共 ㎡ 78.0

タイル下地モルタル 材工共 ㎡ 78.0

舗装タイル 貼付けモルタル共 材工共 ㎡ 78.0

床タイル洗い ㎡ 78.0

合計

4 積込み費

陶磁器類混合 ｍ3 3.9

無筋コンクリート ｍ3 2.4

合計

建築改修工事－ 3



数量 単価 金額 数量 単価 金額
備考摘　　　要 差引増減額名      称 単位

 原   設   計  変  更  設  計

5 運搬費

陶磁器類混合 ｍ3 3.9 処分比較

無筋コンクリート ｍ3 2.4 処分比較

合計

6 処分費

陶磁器類混合 ｔ 9.0

無筋コンクリート ｔ 5.4

合計

7 産業廃棄物税相当額

陶磁器類混合 ｔ 9.0

無筋コンクリート ｔ 5.4

合計

建築改修工事－ 4



青森運輸支局ロードヒーター追加設置工事

図　面　名　称番　号

電気設備工事　特記仕様書(1)

電気設備工事　特記仕様書(2)Ｅ－０２

Ｅ－０１

Ｅ－０３

Ｅ－０４

Ｅ－０５

Ｅ－０６

Ｅ－０７

Ｅ－０８

Ｅ－０９

Ｅ－１０

Ｅ－１１

Ｅ－１２

Ｅ－１３

配置図・屋外照明図(改修前・改修後)

幹線設備単線結線図（改修前）

幹線設備単線結線図（改修後）

幹線設備1～5階平面図（改修前）

幹線設備1～5階平面図（改修後）

テレビ共聴設備　R階平面図（改修前後）

非常警報設備・自動火災報知設備・系統図・姿図（改修前・改修後）

非常警報設備1～5階平面図（改修前・改修後）

インターフォン設備各階平面図・機器姿図・住戸内結線図（改修前）

インターフォン設備各階平面図・機器姿図・住戸内結線図（改修後）

図　面　リ　ス　ト

住戸用自動火災報知設備平面詳細図（単b型・C型）

工事名

図面名

作成年月日

縮尺

会社名

事業者名

図面番号

青森運輸支局ロードヒーター追加設置工事

令和8年7月10日

株式会社カトー建築設計事務所

国土交通省　東北運輸局

A1：1/NS
A3：1/NS E-00

表紙・図面リスト
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一
　
　
　
般
　
　
　
共
　
　
　
通
　
　
　
事
　
　
　
項

１．工事場所

Ⅰ．工事概要

３．工事種目（●印の付いたものを適用する。）

備　　考

情報表示設備

テレビ共同受信設備

防犯・入退室管理設備

中央監視制御設備

監視カメラ設備

火災報知設備

駐車場管制設備

電熱設備

受変電設備
電力貯蔵設備

雷保護設備

誘導支援設備

構内情報通信網設備

映像・音響設備

構内交換設備

発電設備

電灯設備

電気自動車用充電設備

拡声設備

構内通信線路
構内配電線路

建物名称 構 造
階 数

施設の分類

工　　事　　種　　別
屋　外

動力設備

２．建物概要

一
　
　
　
般
　
　
　
共
　
　
　
通
　
　
　
事
　
　
　
項

建築基準法による
延べ面積(㎡)

消防法施行令
別表第一の区分

備 考

工事種目
建物別及び屋外

４．指定部分 なし
範囲：　　　　　　　　　　　工期：令和　　年　　月　　日あり

Ⅱ．工事仕様
１．共通仕様

２．特記仕様
　特記事項は、●印の付いたものを適用する。

○

章 項　　目 特　　　記　　　事　　　項

一
　
　
　
般
　
　
　
共
　
　
　
通
　
　
　
事
　
　
　
項

風圧力

積雪荷重

　建築基準法に基づき定まる風圧力及び積雪荷重の算定には次の条件を用いる。

風速（Ｖｏ＝　　　　　　　　　　　　）
地表面粗度区分（　　　　　　　　　　）

建設省告示第１４５５号における区域
別表（　　　　　　　　　　　）

１ ． 適 用 区 分

　最大電力５００ｋＷ以上の場合においても、第１種電気工事士により施工を
　行う。

２．電気工事士

図面及び本特記仕様に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部制定の下記
仕様書等のうち、●印が付いたものを適用する。

（以下「標準仕様書」という。）
　　（以下「改修標準仕様書」という。）

（以下「標準図」という。）

庁　舎

３．機材の品質等

　　公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）（令和７年版）
　　公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編）（令和７年版）
　　公共建築設備工事標準図（電気設備工事編）（令和７年版）

　●印の付かない場合は、※印の付いたものを適用する。
　●印と※印の付いた場合は、共に適用する。

地上 地下 塔屋

注*
　 　 JIS C 62271-200によ る 高 圧 ス イ ッ チ ギ ヤ の 製造 業 者 等 は 、
　　上記（２）①～⑥すべての事項を満たす証明となる資料を提出して
　　監督職員の承諾を受ける。
　 　た だ し、 JEM1425によ る高 圧 スイ ッチ ギ ヤ（ CW） /（ PW） 【＊ を 付し
　　た機材名を記載】について上記（２）①～⑥すべての事項を評価され
　　たことを示す外部機関が発行する書面を提出し、監督職員の承諾を受
　　けた場合は、「①品質及び性能に関する試験データを整備しているこ
　　と。」を除き、証明となる資料等の提出を省略することができる。

　　 JIS C 62271-200によ る 高 圧 ス イ ッ チ ギ ヤ （ 図 　 ～ 　 ） を 含 む 。

施工範囲　図面に特記なき場合は、「工事区分表」による。

６．耐震施工

　　方法とする。
　　ただし、重量１ｋＮ以下の一般機器について、製造者の指定する固定方法
　　を採用する場合はこの限りではない。
　①設計用水平地震力

　１．０

設計用標準水平震度

重要機器 一般機器 重要機器 一般機器

上層階 　２．０ 　１．５ 　１．５

中間階

地階・１階

機器種別

機器
防振支持の機器

水槽類
屋上

及び塔屋
　０．６　１．５ 　１．０ 　１．０機器

防振支持の機器
水槽類
機器

防振支持の機器
水槽類

　２．０
　２．０

　２．０
　１．５

　２．０
　１．５

　１．５
　１．０

　１．５
　１．５

　１．５
　１．０

　１．５
　１．０

　１．０
　０．６
　０．４　１．０ 　０．６ 　０．６

　１．０
　１．５

　１．０
　１．０

　１．０
　１．０

　０．６
　０．６

　　特定の施設 　　一般の施設

中央監視制御装置

　・中間階とは地階、１階を除く各階で上層階に該当しない階とする。

発電装置（防災用）
　・重要機器は次のものを示す。

　・上層階とは２～６階建の場合は最上階、７～９階建の場合は上層２階、

直流電源装置
交流無停電電源装置 交換装置 自動火災報知受信機

　　１０～１２階建の場合は上層３階、１３階建以上の場合は上層４階とする。

　・水槽類には燃料小出タンクを含む。

　②設計用鉛直地震力
　　設計用水平地震力の１／２とし、水平地震力と同時に働くものとする。

（１）設備機器の固定は、「建築設備耐震設計・施工指針・２０１４年版」
　　（独立行政法人建築研究所監修）により、次に示す設計用地震力に耐える

　たものとする。なお、特記なき場合は設計用標準水平震度は次による。
　機器の重量［ｋＮ］に、地域係数(1.0)及び設計用標準水平震度を乗じ

　　　提出する。
（３）1kNを超える機器のアンカー類については耐震支持に対する計画書を

　　　する。
（２）横引き配管等の耐震支持は、施設の耐震安全性の分類に応じたものと

　「手すり先行工法等に関するガイドライン」に基づく足場の設置に当
たっては、同ガイドラインの別紙１「手すり先行工法による足場の組立

　　　　調査方法（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　 　　型 番確認の 上、 製造者 ﾋｱﾘﾝｸﾞ

　　　なお、調査にかかる費用は、　　本工事　　　　別途　　　とする。

　　　　調査範囲（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

７．石綿含有製品調査　イ）撤去機器、器具等について石綿含有製品調査を行い、監督職員に報告
　　　する。

　ロ）下記の石綿含有製品の定性分析調査を行うものとし、採取部位及びサ
　　　ンプル数は監督職員と協議する。

８．足場その他 別契約の関係受注者が定置したものは無償で使用できる。※

既設部分の養生

仮設間仕切り
種別 Ａ種 Ｂ種 Ｃ種 Ｄ種 Ｅ種

種別 Ａ種 Ｂ種 Ｃ種

行う
行わない

（ ビニルシート等 ）

材 料、 撤去 材等 の運 搬方 法（建 築工事 編 2.2.1　表 2.2.1に よる 。）

本工事で設置する。（　　　図参照　）

５０ＨＺ９．電源周波数
１０．はつり

　イ）放射線透過検査等による埋設物の調査　
　ロ）範囲は監督職員の指示によるものとし、費用は別途とする。　

　　　　　　　　　　　　　金属拡張系アンカー
　イ）あと施工アンカー　　接着系アンカー 　（　接着剤（有機系））

　（　本体打込み式　　）
　ロ）試　　験　　　　　　性能確認試験 行う 行わない
　　　　　　　　　　　　　施工後確認試験 行う 行わない

　機器撤去後の天井、壁及び床等の補修は既存仕上げと同等の補修とする。

　施工に際し既存設備、施設等に損害を及ぼした場合は、原状に復旧する。

試験成績書を監督職員に提出する。
盤類の工事完了後に、単線結線図の更新を行う。

受変電盤制御盤分電盤

　ロ）振動を伴う機器の支持金物のナットはダブルナットとする。

防犯 ･入退室管 理設備駐車場管制設備
中央監視制御設備
発電設備

電力貯蔵設備受変電設備照明制御装置
試験成績書を監督職員に提出する。
各機器の個別運転後に下記の設備について総合動作試験を行い、

新設する電線類は、図面に「ＥＭ－○○」の記載がなくとも、ＥＭ電線、
ＥＭケーブルを使用する。　　　・ケーブル

ＥＭ－高圧架橋ポリエチレンケーブルは、ＪＣＳ　４３９５「６６００Ｖ
　架橋ポリエチレンケーブル（３層押出型）」によるものとする。　　　種類

１１．非破壊検査

１２．あと施工アンカー

１４．既存施設等の復旧

１３．撤去跡の補修

１５．支持金物
　　　・固定金具

１７．総合動作試験

１８．電線

１９．ケーブルの

　イ）屋外機器及び屋外の配管に使用する支持金物（ボルト類）はステンレ
　　　ス製（ＳＵＳ３０４）とし、屋外機器のアンカーボルトのナットには
　　　ナットキャップ（樹脂製）を取り付ける。

１６．既存盤の改造 下記盤類の改造等は、製造者等による作業とする。

盤類の改造前と改造後に関連する器具類、回路等の動作確認試験を行い、

　　　接続
２０．ケーブルの

「内外面溶融亜鉛めっき（めっき付着量３００ｇ／㎡以上）」仕上げとする。
屋外、及び地下ピットで使用する厚鋼電線管のうち特記のないものは

合成樹脂製可とう管はＰＦ管（一重管）とし、温度による分類はタイプ
－２５とする。　　　可とう管

分電盤、制御盤、端子盤などの２次側以降の配線経路、電線太さ、電線本
数、管径などは、監督職員の承諾を受けて、変更してもさしつかえない。　　　管路など

床版で断熱材打込み部分は、断熱材用インサートとする。

金属製（ステンレス、新金属も含む） 樹脂製

アルミ製 銅合金製
水平調整付プレート（空転防止リング付）とする。

２１．厚鋼電線管

２２．合成樹脂製

２３．電線本数、

２４．インサート

２５．フラッシプレート

２６．フロアプレート

　　　ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨ
２７．監視制御システムの

図面に特記なき場合は、表１「接地極一覧表」による。
　　　及び位置表示

）
下記部位に使用する、外面めっき電線管の露出配管には塗装を施す。
（ 居　室

図面に特記なき場合は、表２「機器取付高さ」による。

２６．接地極の種別

２７．塗装

２８．機器取付高さ

ネーム付きとする。１．タンブラスイッチ
アルミ製 樹脂製２．ＯＡフロア用

　　配線器具の蓋

特 記 の 無 い ﾊｰﾈｽｼﾞｮｲﾝﾄ用 Ｏ Ａ ﾀｯﾌﾟは 次 の 仕 様 と す る 。
　 2Ｐ 15Ａ (接 地 極 付 抜 止 形 )× 4 ｺｰﾄﾞ3ｍ (ﾏｸﾞﾈｯﾄ付 )通 電 表 示 灯 付

３ ． ﾊ ｰ ﾈ ｽ ｼ ﾞ ｮ ｲ ﾝ ﾄ
　 　 用 O A ﾀ ｯ ﾌ ﾟ

照明の人感センサ制御を行う部屋には、下記の注意プレートを設置する。

　参考文例：「人の動きを検知して点灯します。一定時間動きがなければ消
　　　　　　　灯しますので、その際は再度身体を動かしてください。」
　注意プレート設置室： 便　所（計　　枚） （計　　枚）

　材質：アクリル　　文字：印刷文字 寸 法 ： W=1 80m m程 度 ,H =50m m程 度

４．人感センサ用
　　プレート

天井内に取付けるターミナルユニット付リモコンリレーの設置場所は、原
則として点滅系統内の第１照明器具近傍とする。
ただし、これによりがたい場合は監督職員と協議する。

５ ． ﾀ ｰ ﾐ ﾅ ﾙ ﾕ ﾆ ｯ ﾄ付
　 　 ﾘ ﾓ ｺ ﾝ ﾘ ﾚ ｰ

ＬＥＤ照明器具の制御装置記号が特記されていないものは「一般形(ＬＮ)」
とする。

６．ＬＥＤ照明器具

各
　
　
　
　
設
　
　
　
　
備

配管ボンドとなる負荷には接地端子を設けなくともよい。

で立上げる。
場合（ＰＦ２２）を１本、５個以上の場合（ＰＦ２２）を２本、天井ま
埋込形分電盤からの立上り予備配管は、予備の配線用遮断器４個以下の

分電盤の分岐回路に使用する配線用遮断器及び漏電遮断器は、JIS協約形８．分電盤

９．制御盤

キュービクル、分電盤、制御盤等のキャビネットの仕上げ

製造者の標準色仕上げとする。

下記部位に取付けるものは、指定色仕上げとし、それ以外は製造者の

標準色仕上げとする。

屋外 屋内 （ ）

※

２９．保温、結露

　　　防止

３０．呼び線

３１．本受電後の

　　　基本料金

長さ1m以上の入線しない管路には、1.2mm以上のEM-IE電線を挿入する。

計上する（想定契約電力　　kw、想定期間　　ヶ月間）

計上しない

外部に面する壁、天井で建築工事でFP版（スタイロフォーム等）打込み
箇所に取付ける位置ボックスなどは保温、結露防止処理を行う。

７．一般照明の照度測定 照度測定箇所は監督職員との協議による。

（１）本工事に使用する機材等は、設計図書に定める品質及び性能の他、通

　　　①　品質及び性能に関する試験データを整備していること。

　　　⑥　販売、保守等の営業体制を整えていること。

　　　②　生産施設及び品質の管理を適切に行っていること。
　　　③　安定的な供給が可能であること。
　　　④　法令等で定める許可、認可、認定又は免許を取得していること。
　　　⑤

（２）下表に機材名が記載された製造業者等は、次の①から⑥すべての事項

　　　発行する書面を提出し、監督職員の承諾を受けた場合は、証明となる

　　　常有すべき品質及び性能を有するものとする。

　　　を満たす証明となる資料を提出して監督職員の承諾を受ける。

　　　資料等の提出を省略することができる。

　　　　　製造又は施工の実績があり、その信頼性があること。

　　　ただし、次の①から⑥すべての事項を評価された事を示す外部機関が

機　材　名

分電盤

高圧交流遮断器
高圧スイッチギア（PW）
高圧スイッチギア（CW）
キュービクル式配電盤

照明制御装置

制御盤

高圧変圧器（特定機器）
高圧進相コンデンサ
高圧限流ヒューズ
高圧負荷開閉器
交流無停電電源装置

中央監視制御（監視制御装置）

太陽光発電装置
監視カメラ装置

可変速運転用インバータ装置

LED照明器具（一般屋内用に限る。）

（パワーコンディショナ及び系統連系保護装置）
（常時インバータ給電方式（簡易型）を除く。）

（１）本工事において、国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律
　　（平成１２年法律第１００号）に基づく、「環境物品等の調達の推進に

　　　「公共工事」の品目を調達する場合は、判断の基準等を満たすものと
　　　する。

（２）建築物内部に使用する材料等は、設計図書に規定する所要の品質及び
　　　性能を有すると共に、次の①から④を満たすものとする。

　　　　①　合板、木質系フローリング、構造用パネル、集成材、単板積層材、
　　　　　　ＭＤＦ、パーティクルボード、その他の木質建材、ユリア樹脂板、
　　　　　　壁紙、接着剤、保温材、緩衝材、断熱材、塗料、仕上塗材は、ア
　　　　　　セトアルデヒド及びスチレンを発散しない又は発散が極めて少な
　　　　　　い材料で、設計図書に規定する「ホルムアルデヒドの放散量」の
　　　　　　区分に応じた材料を使用する。
　　　　②　接着剤及び塗料は、トルエン、キシレン及びエチルベンゼンの含
　　　　　　有量が少ない材料を使用する。
　　　　③　接着剤は、可塑剤（フタル酸ジ－ｎ－ブチル及びフタル酸ジ－２
　　　　　　－エチルヘキシル等を含有しない難揮発性の可塑剤を除く）が添
　　　　　　加されていない材料を使用する。
　　　　④　①の材料を使用して作られた家具、書架、実験台、その他の什器
　　　　　　類等は、ホルムアルデヒド、アセトアルデヒド及びスチレンを発
　　　　　　散しないか、発散が極めて少ない材料を使用したものとする。

　はつり工事及び穿孔作業を行う場合は、事前に走査式埋設物調査を行い、
　監督職員に報告する。
　また、金属探知により電源供給の停止ができる附属装置を使用する。

屋外でＥＭ－高圧架橋ポリエチレンケーブル相互の接続又は端末処理を
行う場合は、端部にシュリンクバック対策を施す。

外部ネットワークと接続する制御システム
あり（対象設備 受変電設備 構内情報通信網設備

中央監視制御設備 ）
なし

外部ネットワークと接続する箇所の不正アクセス防止対策
ファイアウォール 統 合 脅 威 管 理 (UTM)

盤・キャビネットの錠の鍵
製造者の標準鍵
鍵の指定あり
対策機器（ 分電盤 制御盤 キュービクル 端子盤

通信キャビネット ）

　　　関する基本方針（令和８年２月閣議決定）」に定める特定調達品目

て等に 関する基準」における 2の (1)手 すり据置方式又は (2)手すり先行

５．他工事との取合い

４．環境への配慮

配電盤

改設一式

改設一式

記　　　号

Ｃ
Ｄ

表１「接地極一覧表」

避雷器用（低圧用）
避雷器用（高圧用）

共　同　接　地

構内交換機（陽極用）
本配線盤の保安装置

拡声増幅器

電話引込口の保安器

測定用補助接地極

Ｄ　種　接　地
Ｃ　種　接　地
Ｂ　種　接　地
Ａ　種　接　地

雷保護用接地
雷保護用接地

防犯装置用 Ｅ

Ｅ
Ｅ
Ｅ

Ｅ

Ｅ

Ｅ
Ｅ

Ｓ

Ｌ Ｈ
Ｌ Ｌ
Ｏ

Ｄ ｔ

Ｌ ｔ

ｔ
Ａ ｔ

Ｅ

Ｅ
Ｅ

Ｅ

接地の種別

Ｅ
Ｅ

Ｂ

Ｄ
Ｃ

Ａ

Ｌ Ａ
Ｌ Ａ

Ｅ ＥＡ共　同　接　地
Ｅ ＥＡ

避雷器用（モデム用） ＥＭ Ｄ
　１０Ω以下
　１０Ω以下

１００Ω以下

１００Ω以下
　１０Ω以下

　　　Ω以下

ＥＢ（Ｄ＝１４又はＷ＝４０）×１
ＥＢ（Ｄ＝１４又はＷ＝４０）×３連－２組

ＥＢ（Ｄ＝１４又はＷ＝４０）×１

ＥＢ（Ｄ＝１０又はＷ＝３０）×１

ＥＢ（Ｄ＝１４又はＷ＝４０）×３連－２組
ＥＢ（Ｄ＝１４又はＷ＝４０）×３連－２組

ＥＢ（Ｄ＝１４又はＷ＝４０）×３連－　組

　１０Ω以下

　１０Ω以下
　　　Ω以下

１００Ω以下

　１０Ω以下

　　　Ω以下
　　　Ω以下
接地抵抗値

ＥＢ（Ｄ＝１４又はＷ＝４０）×　連－　組
ＥＢ（Ｄ＝１４又はＷ＝４０）×３連－２組

ＥＢ（Ｄ＝１４又はＷ＝４０）×３連－２組

ＥＢ（Ｄ＝１４又はＷ＝４０）×１

ＥＢ（Ｄ＝１４又はＷ＝４０）×２
ＥＢ（Ｄ＝１４又はＷ＝４０）×３連－２組

接地極の規格、数量
ＥＰ×２

　１０Ω以下 ＥＢ（Ｄ＝１４又はＷ＝４０）×３連－２組ＥＤ
ＥＬＨ

１００Ω以下 ＥＢ（Ｄ＝１４又はＷ＝４０）×１１００Ω以下
　１０Ω以下
　１０Ω以下

　　　Ω以下
１００Ω以下

１００Ω以下
　１０Ω以下

１００Ω以下
　１０Ω以下
　　　Ω以下
　１０Ω以下
　１０Ω以下
　１０Ω以下
　　　Ω以下
　　　Ω以下

漏電遮断器回路 Ｅ E L ５００Ω以下 ＥＢ（Ｄ＝１４又はＷ＝４０）×１
　１０Ω以下 ＥＢ（Ｄ＝１４又はＷ＝４０）×３連－２組

アンテナ保安器 ＥＬ ｔ １００Ω以下 ＥＢ（Ｄ＝１４又はＷ＝４０）×１１００Ω以下

とする。又、装柱機器及び屋外灯用接地極の埋設標は不要とする。

地上～
測　　点

鏡上端～中心

廊下表示灯 床上～中心

床上～中心

壁掛形制御盤

制 御 用 ｽｲｯﾁ

呼 出 し ﾎﾞﾀﾝ

壁 付 ｲﾝﾀｰﾎﾝ(親 機 )
壁 付 ｲﾝ ﾀｰﾎ ﾝ

開閉器箱

床上～中心

床上～中心

床上～中心

床上～中心

床上～中心

床上～中心

ﾌﾞﾗ ｹ ｯﾄ (一 般 )

ｺﾝ ｾ ﾝﾄ (厨 房 )
ｺﾝ ｾ ﾝﾄ (車 庫 )
ｺﾝｾ ﾝﾄ(機 械 室 )

ﾌ ﾞﾗ ｹ ｯﾄ (踊 場 )
ﾌ ﾞﾗ ｹ ｯﾄ (鏡 上 )

ｺﾝ ｾ ﾝﾄ (屋 外 ) 地上～中心
床上～中心
床上～中心

床上～中心
床上～中心

床上～中心

ｺﾝ ｾ ﾝﾄ (和 室 )

分　電　盤

ｺﾝ ｾ ﾝﾄ (一 般 )

ｽｲ ｯﾁ (一 般 )

ｽｲ ｯﾁ (和 室 )

ｺﾝ ｾ ﾝﾄ (台 上 )

床上～中心

床上～中心
床上～中心

床上～中心
台上～中心

床上～中心

機　　　　　器

積算用計器

ｺﾝｾﾝﾄ(車 椅 子 用 ) 床上～中心
ｽｲｯﾁ(車 椅 子 用 )

共
通

電
　
　
　
　
　
　
灯

誘
導
支
援
等

天井～上端 　 　 200機器収容箱

ﾃﾚﾋﾞ端 子 (一 般 )
ﾃﾚﾋﾞ端 子 (和 室 )

都 市 ｶﾞｽ用 (重 質 )
都 市 ｶﾞｽ用 (軽 質 )
液 化 石 油 ｶﾞｽ用

　 1, 30 0

　 1 , 10 0

　 1 , 10 0

　 1 , 30 0

　 1 , 30 0

　 　 900、 400

　 1, 50 0

発　信　機
機器収容箱

表　示　灯
警 報 ﾍﾞﾙ

受　信　機
副受信機

床上～上端 　 　 300
天井～上端
床上～上端 　 　 300

　 　 150

床上～操作部
床上～操作部

床上～操作部
床上～操作部

床上～中心
床上～中心

床上～中心
床上～中心

　 2,3 0 0
　 2 ,1 0 0

　 8 00～ 1,5 0 0
　 8 00～ 1,5 0 0

　 　 150
　 　 300

　 800～ 1,5 0 0
　 8 00～ 1,5 0 0

端子盤

壁 付 ｱｳﾄﾚ ｯﾄ(一 般 )
壁 付 ｱｳﾄﾚ ｯﾄ(和 室 )

壁 付 ｱｯ ﾃﾈ ｰﾀ
壁 付 形 ｽﾋﾟｰｶ

ﾍ ﾞ ﾙ , ﾌ ﾞ ｻ ﾞ ｰ , ﾁ ｬ ｲ ﾑ
壁 付 押 ﾎﾞﾀﾝ(一 般 )

壁 付 ｱｳﾄﾚ ｯﾄ(一 般 )
壁 付 ｲﾝﾀｰ ﾎﾝ(一 般 )

1 , 0 0 0～ 1 , 3 0 0

2 , 0 0 0～ 2 , 5 0 0
2 , 1 0 0～ 2 , 3 0 0

　 　 150

　 1, 30 0
　 80 0～ 1, 0 0 0

　 5 0 0～ 1, 0 00 壁付発信機
情報表示盤

　 1, 30 0

　 1 , 20 0

1 5 0～ 2 0 0
　 　 150
　 　 300

　 　 1, 500

壁掛形親時計

壁付子時計

床上～中心
床上～中心

床上～中心
床上～中心
床上～中心
床上～中心

　 1,3 0 0
　 1 ,3 0 0

　 1 ,3 0 0
　 2 ,3 0 0
　 1 ,3 0 0

床上～中心

床上～中心

床上～中心

床上～中心
床上～中心

床上～中心

床上～中心
　 　 150

　 1,3 0 0
天 井高 × 0.9
天 井高 × 0.9

　 　 300

　 1,5 0 0

取 付 高 (mm)

1 , 8 0 0～ 2 , 0 0 0 集合保安器箱 天井～上端 　 　 200

　 1,5 0 0床上～中心機 器 収 容 箱 (EPS)

　 　 900

ﾃﾚﾋﾞｲﾝﾀｰﾎﾝ(親器) 床上～中心 　 1,4 0 0床上～中心
ﾃﾚﾋﾞｲﾝﾀｰﾎﾝ(子機) 床上～中心 約 1,3 5 0

イ
ン
タ
｜

火
災
報
知

テ
レ
ビ

表
示
等

時
計
拡
声

電
　
　
　
話

表２「機器取付高さ」

(各 1個 )

壁付電話機 床上～中心 　 1,3 0 0

天 井高 × 0.9

動
　
力

　　窓中心

(上限1,900以下)

　 　 1, 500
(上限1,900以下)

( ﾊ ﾞ ﾘ ｱ ﾌ ﾘ ｰ ﾄ ｲ ﾚ用 )

(玄 関子機)

(復 旧 ﾎﾞﾀﾝ付 )

機　　　　　器 測　　点 取 付 高 (mm)

　 　 1, 500
(上端1,900以下)

ガ
ス
漏
れ

　
　
検
知
器

　　　員と協議する。

ホ
ン

引込開閉器 床上～中心 1, 8 0 0～ 2 , 2 0 0

雷
保
護

受
変
電

試験用接地端子箱 床上～下端 　 　 800

接地端子箱 床上～中心 　 　 500

ｽ ｲ ｯ ﾁ 床上～中心 　 1, 10 0

(上限1,900以下)

(上限1,900以下)

( ﾊ ﾞ ﾘ ｱ ﾌ ﾘ ｰ ﾄ ｲ ﾚ )

の １ Ｐ サ イ ズ (10 0V2 P1E ,20 0V2 P2E)と す る 。

　 接 地 極 の 種 別 は 下 記 を 標 準 と し EBの 長 さ は 1,500mmと す る 。 た だ し 、 D=10は 1,000mm、 W=30は 1,200mm

備考）天井高 3,000ｍｍ以上の場合及び上記取付高さにおいて機器の使用に支障が生じる場合は、監督職

工事名

図面名

作成年月日

縮尺

会社名

図面番号

青森運輸支局ロードヒーター追加設置工事

令和8年7月10日

株式会社カトー建築設計事務所
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工事区分表
項　　　　　目 A 備　　　考E M

躯体関係

EV

   (梁･壁･床)の

　  貫 通 孔

貫通孔のスリーブ材及び取付け

補強を要する型枠材及び取付け

補強を要しない型枠材及び取付け

貫通孔・開口部の墨出し

貫通孔・開口部の補強

スリーブ・型枠の穴埋め 防火区画、防煙区画

S･SRC造貫通鋼管スリーブ・補強

使用されたスリーブの穴埋め

予備スリーブの穴埋め

2. S・SRC造の
　 梁貫通孔

屋内の基礎（建築設計図に記入のあるもの）

屋内の基礎（設備設計図に記入のあるもの）

屋外・屋上の基礎

機器取付け用アンカー・架台

屋内受水タンク用の基礎

太陽電池アレイ用架台（支持金物） AとEの区分は図示

3. 設備機器

機械室の床開口

機械室の床配管ピット・ふた

機械室の上げ床コンクリート打設・仕上

機械室・昇降路内換気設備

巻上機周囲のチェッカープレート敷

昇降路内ピット防水・集水桝

点検用タラップ

各階出入口穴あけ・同補強

三方枠取付・枠廻り埋戻し・同補修

出入口扉・三方枠及び幕板

出入口扉・三方枠及び幕板の各補強鉄骨

昇降路の中間ビーム、ブラケット、レールブラケット支持柱、

昇降路がS造の時の中間ビーム及びブラケットの受けピース

防火区画、防煙区画

防火区画、防煙区画

機械室大梁又は昇降路内にフックの取付（フックを含む）

点検用コンセント・煙感知器

監視カメラ用の監視装置からEV警報盤又はEV監視装置までの

EV警報盤又はEV監視盤までの保守遠隔監視用（電話回線）の
配管工事

EV警報盤又はEV監視盤までの緊急地震速報受信用の配管・配線工事

EV制御盤からEV監視盤又は警報盤までの制御、監視カメラ及び

監視カメラ及び

に映像を表示する場合
電気設備のモニタ装置

動力計測用電力計から自動制御盤までの配管・配線工事

4. 昇降機関連

トラフ・ピット類（湧水・汚水）・RC造各種水槽

ALC板の壁開口・補強

厨房排水溝

厨房グリース阻集器

オイルサービスタンクの防油堤

5. その他

項　　　　　目 A 備　　　考E M EV

仕上げ関係

フリーアクセスフロア内の防水堤

既設埋設配管配線調査（Ｘ線探査含む）

補強を要しないボードの切り込み

開口部の墨出し

1. 軽量鉄骨
　 天井下地

切込み及び補強

位置ボックス2. 可動間仕切り

3. つりボルト

　 インサート

設備機器・器具・配管・配線・ダクト用

外壁ガラリ及びダクト接続用フランジ

ウエザーカバー、ベントキャップ（シール共）

換気扇（取付枠共）

サッシパネル開口

4. 外壁まわり

流し台・つり戸棚・水切り棚・コンロ台

フード（標準詳細図のもの、シール共）

ミニキッチン（照明、水栓含む）
5. 湯沸室まわり

その他はM

既製浴槽（ふたを含む）

浴室及び便所の床排水金物
6. 浴室まわり

洗面カウンター

鏡（規格寸法のみ）

衛生器具ユニット

手すり、背もたれ

洗面器はＭ

規格外はＡ

衛生器具ユニットの
場合はM

7. 便所まわり

ファンコイルカバー

家具組み込みの洗面器 切り込みはA8. 事務室まわり

9. ﾌﾘｰｱｸｾｽﾌﾛｱ

コンセント

床パネルの切り込み加工

防火戸の自動開閉装置

排煙窓本体・自動開閉装置

防煙たれ壁本体・駆動装置

自動扉の本体･駆動装置･検出装置(センサー)

自動扉の手元電源スイッチ

電気錠の本体，扉内配線

電気錠の扉までの配管及び配線

上部電動シャッター本体・制御盤・手動開閉装置・ヒューズ装置

上部電動シャッター、排煙窓及び防煙たれ壁連動制御装置の感知器

自動扉･電動シャッター本体までの配管･配線

自動閉鎖装置を取りつける防火戸の切り込み補強
及びドアクローザー、フロアヒンジ
自動扉・電動シャッターからセンサー（附属スイッチ）への
配管・配線工事

　 電動ｼｬｯﾀｰ
1 0 .自 動 扉

項　　　　　目 A 備　　　考E M EV

２重ピット及びトレンチのマンホールふた

機器搬入用フック、ビーム

チェーンブロック

化粧マンホール上ふたの表面仕上げ

点検口（天井・床下）

排煙口等の天井仕上材の取付け

消火器ボックス設置工事

誘導標識（誘導灯を除く）

煙突底部排水目皿・排水管

くつふきマット・玄関マット・自動扉マット部
床排水金物（目皿共）・排水管

くつ洗い流し部排水金物・排水管

ルーフドレン

雨水流入配管

雨水利用設備集水管

屋上緑化

ポンプ及びポンプアップ配管

EV用フック含む

排煙口はM

電動遮断弁以降はM

屋上緑化用灌水装置
までの配管はM

11. その他

屋外排水設備・外構

屋外雨水排水設備

桝及び桝ふた

マンホールの化粧上ふたの表面仕上げ

雨水公設桝
公共下水道が分流式
の場合

1. 雨水

屋外雑排水及び屋外汚水排水設備

桝及び桝ふた

ハンドホールの化粧用鉄ふたの表面仕上げ

マンホールの化粧用鉄ふたの表面仕上げ

排水公設桝

2．雑排水・汚水
　 電力・通信

公共下水道が合流式
の場合

植栽及び客土
3．植栽

タンク室の躯体

タンク室の砂充てん
4．ユニット形

タンク室の躯体

タンク室の砂充てん

上記以外のオイルタンク本体･配管及び据付等

配管トレンチ及び蓋

5．屋外オイル

駐車場ガソリントラップ（RC造）

屋外キュービクルフェンス（扉・錠共）6．その他

電気配線配管

機器附属の制御盤への１次側電源供給配管配線（接地線共）

自動制御盤と動力盤との電源供給の渡り配管配線（接地線共）

機器と附属操作スイッチの渡り配管配線

煙感知器から連動制御盤を経て防煙ダンパに至る配管配線

注油口内アース端子よりのアース用配管配線

ACP屋外機と屋内機の渡り電源・信号・アース用配管配線

機器・電極棒用の電源配管配線

屋内消火栓ポンプ制御盤から消火栓ポンプ始動装置の電源、
信号線の配管・配線

電極棒はM

1. RC造

屋上基礎で押さえコンにアンカーしない軽微なもの

ホール押釦・インジケータ・鋼索などの壁開口

補強を要するボードの切り込み及び下地の補強

　 ・壁下地

浴室ユニット、複合浴室ユニット、シャワーユニット

　 まわり

上記以外のユニット形浄化槽本体・配管及び据付等
　　浄化槽

タンク

機器附属の制御盤以降の２次側配管配線（接地線共）

ACPマルチ形屋内機の電源・アース用配管配線

雷保護設備・同接地工事

インターホンの配管・配線工事

機械室・昇降路の躯体

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○

○

○

○

○ ○

○

○ ○

○○

○

○ ○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○ ○ ○

○

○ ○

○○

○

○

○ ○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○ ○

○

○ ○

○

○

○

○

○

○

○

○

○ ○

○ ○

○

○

○

11. その他

　 開口部

　 の基礎

昇降路がS造の時の出入口扉・三方枠及び幕板の固定用鋼材

　 及び

　 （続き）

他昇降路内の鋼製部材一式

EV制御盤までの動力･照明用電源､アース､火災時管制運転用信号、
非常用発電時管制運転信号、拡声設備(館内放送用)配管・配線工事

までの配管・配線工事
EV制御盤からエレベーター内監視カメラ及びインターホン

配管・配線工事

同上用防水・ふた・マンホール・タラップ等 ○

凡
 A ：建築工事

 M ：機械設備工事
 E ：電気設備工事

 EV：エレベーター設備工事
※区分は○印のついたものを適用する。

　この工事区分表は、建築工事（A）、電気設備工事（E）、機械設備工事（M）、エレベーター設備工事（EV）といった
施工上密接に関連する各工事において、材料や作業がどの工事に含まれているかを明確にするために共通事項として添付
しているものである。よって、本工事の設計図書に記載されていない、工事範囲外の項目も含んでおり、本工事の具体の

※複数に○印がある場合は、それぞれ必要とする工事で実施するものとする。
工事内容を示すものではないことに留意すること。例

全熱交換ユニットから連動する電動ダンパーへの電源供給配管配線 ○

　　　　　　　（他工事との取合い等）

インターホン含む

工事名

図面名

作成年月日

縮尺

会社名

図面番号

青森運輸支局ロードヒーター追加設置工事

令和8年7月10日

株式会社カトー建築設計事務所

E-02 A1：- 
A3：-

工事区分表



青森県営スケート場

国道7号線

検査コース

駐　車　場

徐
行

徐
行

徐
行

徐
行

徐
行

徐
行

徐
行

徐
行

徐
行

徐行

出
　

口

(黄)止　ま　れ

Ｎ

工事名

図面名

作成年月日

縮尺

会社名

図面番号

青森運輸支局ロードヒーター追加設置工事

令和8年7月10日

株式会社カトー建築設計事務所

E-03A1：1/500 
A3：1/1000

案内図・配置図

入口

(有効開口10.0M)

出口

(有効開口10.0M)

【融雪新設範囲】

青森市浜田豊田139-13

配置図　S=1/500

案内図

青森環状道路国道７号線

Ｎ

昇降台

入
口
エ
プ
ロ
ン

検査場

植込

植込

道路

植込

道路

植込

植 込

植 込

植 込

植 込
車 庫

出
口
エ
プ
ロ
ン

封 印 上 屋

植 込

ポ ー チ



T
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〈配線・配管〉

[1]

[2]

[3]

（凡　例）

-

地温センサ

記　号

番　号 線　種

3

3.10

15.5

12.4

備　考 配　管

降雪センサ

3.69

14.7

RH-1～3

292.9

50

HC-37

1Φ3W 200V

81.2 ㎡

HC-73

176.9

70

RH-4～6

250

6

3

8：00～17：00 17：00～8：00

SS-3001による降雪・外気温検知
DTC-01（白金測温抵抗体）による地温検知

手動または自動運転

18.51ユニットの電流（A）

ユニット数

制御時間

操作方式

発熱線種別

発熱線長さ（m）

発熱線折曲ピッチ（mm）

1ユニットの面積（㎡）

1ユニットの電力量（kW）

総電力量（kW）

総ユニット数

設計発熱量（W/㎡）

ユニット番号

電源方式

施工面積（㎡）

降雪センサ　付属ケーブル

地温センサ　付属ケーブル

RHVV5.5sq-1c×2

降雪センサ

地温センサ

ロードヒーター

融雪制御盤

名　称　・　仕　様

ＦＥＰ３０

ＦＥＰ３０

ＦＥＰ３０

記　　号 名　　　　称

Ａ

機器凡例

Ｃ

Ｂ

Ａ
配管・配線凡例

Ｄ

Ｂ

Ｃ

ＷＰ－ＳＵＳ　３００×３００×２００

ＷＰ－ＳＵＳ　３００×３００×３００

プルボックス

プルボックス

プルボックス

定　　　　格

ＥＭ－ＣＥ　３．５ｓｑ－３Ｃ×１（Ｇ２２）

ＥＭ－ＣＥ　３．５ｓｑ－３Ｃ×１（Ｇ２２）

ＷＰ－ＳＵＳ　６００×６００×３００

ＥＭ－ＣＥ　３．５ｓｑ－３Ｃ×１（Ｇ２２）

ＥＭ－ＣＥ　３．５ｓｑ－３Ｃ×１（Ｇ２２）

ＥＭ－ＣＥ　３．５ｓｑ－３Ｃ×１（Ｇ２２）

ＥＭ－ＣＥ　５．５ｓｑ－２Ｃ×１（Ｇ２８）　

ＥＭ－ＣＥ　５．５ｓｑ－２Ｃ×１（Ｇ２８）　

ＥＭ－ＣＥ　５．５ｓｑ－２Ｃ×１（Ｇ２８）　

ＥＭ－ＣＥ　５．５ｓｑ－２Ｃ×１（Ｇ２８）　

11.07kW/9.3kW（タイマーによる稼働時間設定あり）

[2]

[1]

ＡＢ
Ｃ

Ｄ [3][3]
[1]

Ｂ

Ｌ－１－１

融雪制御盤

T

T
RH-2

Ｂ
Ｂ

Ａ
Ｂ

Ｂ

Ｃ
地温センサ－

RH-5

降雪センサー

RH-6

RH-4

地温センサ－

RH-3

RH-1

厚１００　φ３８ー２ヶ所
縁石はつり

厚１００　φ３８ー３ヶ所

縁石はつり
厚１００　φ２５ー１ヶ所

厚１００　φ３８ー１ヶ所

縁石はつり
厚１００　φ２５ー２ヶ所

工事名

図面名

作成年月日

縮尺

会社名

図面番号

青森運輸支局ロードヒーター追加設置工事

令和8年7月10日

株式会社カトー建築設計事務所

E-04A1：1/200
A3：1/400

電熱設備屋外配線図

UP
UP

入口

アスファルト舗装

タイル舗装

アスファルト舗装

花壇

タイル舗装

庁舎

花壇

駐輪場

車庫

（上部庇）

スロープ

開庁時可動 閉庁時可動

融雪範囲平面図　S=1/100

370

1,
20

0

1,
20

0

2,
00

0

1,320

9,
90

0

17,600

1,500

12,900

別途平面図参照



記　　号 名　　　　称

機器凡例

定　　　　格

注記

融雪制御盤 別紙　融雪制御盤単線結線図参照

Ｌ－１－１

図中点線表記分電盤・ボックス類は既存そのままとする。

ＥＭ－ＣＥ３．５ｓｑ－３Ｃ×１（Ｅ２５）　

ＥＭ－ＣＥＴ２２ｓｑ×１（Ｅ５１）　

ＥＭ－ＣＥ５．５ｓｑ－２Ｃ×１（Ｅ３１）×６　

×３

Ｌ－１－１

既存分電盤

Ｃ
ＷＰ－ＳＵＳ　６００×６００×３００プルボックス

既存電灯分電盤 別紙　電灯分電盤単線結線図参照

融雪制御盤

Ｃ外壁はつり

厚１５０　φ３８ー６ヶ所
厚１５０　φ２５ー３ヶ所

工事名

図面名

作成年月日

縮尺

会社名

図面番号

青森運輸支局ロードヒーター追加設置工事

令和8年7月10日

株式会社カトー建築設計事務所

E-05A1：1/100
A3：1/200

電熱設備機器屋内配線図

融雪範囲平面図　S=1/100



ＭＣＣＢ３Ｐ

開閉器追加

新設融雪盤へ

改修内容

１００／７５Ａ

既存分電盤Ｌ－１－１に新設融雪盤用開閉器箱ＭＣＣＢ３Ｐ１００／７５を増設する。

工事名

図面名

作成年月日

縮尺

会社名

図面番号

青森運輸支局ロードヒーター追加設置工事

令和8年7月10日

株式会社カトー建築設計事務所

A1：1/NS
A3：1/NS

E-06

既存電灯分電盤　単線結線図

既存電灯分電盤　単線結線図



3 5 4 2 1

運転表示ランプ

予熱温度設定

DI PS W1

DIPSW2

SS-3001SNOWMAC

0 2E

C 4

A 6
8

融雪温度設定

D
I
P
S
W
3

外部

リレー
外気温設定 降雪センサ リモコン 簡単リモコン 地温 出力2 出力1 ＦＧ 電 源

降
雪

運
転

出
力

169

□セントラルユニット

□降雪センサ

スぺーサー

□ ヒーティングユニット断面図

□ ヒーティングケーブル構造図
JIS規格（C 3651）

□デジタル温度調節器

DTC-01

□白金測温抵抗体

① ③

803060

φ
9

L

A(赤)

B(白)
B(白)

②
NSチューブ　70L

地温 出力２ 出力1 ＦＧ 電 源

ｻｰﾐｽﾀ ｱｰｽ電源 電源

□ ヒーティングユニット構造図

布テープ
W=25mm

パネルカット寸法

仕　様

(取付可能板厚：t=1.0～3.2)

出　力
ロック
警　報
設定中

設定

切

-5

0
5

10

15

手動

モード１
モード２

モード３
モード４

雪が降っていない時、予熱運転を行い

的に切り替わります。

雪が降ってくると、融雪運転へと自動

雪が降っていない時、運転せず

雪が降ってくると融雪運転を行います。

雪が降っていない時、運転せず

雪が降ってくると、地温条件に関係なく

降雪量に比例した遅延タイマ分を運転します。

雪が降っていない時、予熱運転を行い

雪が降ってきても予熱運転しつづけます。

（常時、予熱運転します。）

※モード1、モード2、及びモード4で運転させる場合は地温センサが必要となります。

モ ー ド2

モ ー ド1

フ ル 自 動 運転 モ ー ド

融 雪 運 転 モ ー ド

モー ド 3

降 雪運 転 モ ー ド

モー ド 4

予 熱固 定 モ ー ド

P(配線ピッチ) P(配線ピッチ)

ユニット長さ L

ヒーティングケーブル
配線ピッチ P

28
0

28
0

P=
50

の
場

合
L=

97
2

P=
60

の
場

合
L=

96
6

P=
70

の
場

合
L=

96
0

28
0

普通型ヒーティングケーブル

5.5

発熱体

絶縁体

シース

8.0

RHVV 5.5sq
導体

絶縁体

シース

111

外形寸法図

86

℃

80

ノックアウトφ8×40

13
3

76

ノックアウトφ8×40

8 40 117
103±1

78
±

1

DTC-01

-20～50℃

-25～65℃

35～85％RH

LEDデジタル表示(赤/緑)

AC100V～AC240V

初期値

感度

6℃

35℃

4℃

5℃

2℃

4℃

設定温度

ロード(路上用)

外気温度

ルーフ(屋根用)

消費電力

指示精度

表示方式

使用時

保存時

周囲湿度

周囲温度

型　　番

定格電圧

仕　様
Pt100Ωat0℃2mA3線式

SUS304　φ9保護管

②

①

番号 名　　称

JIS　B級

シングル

種別

階級

素子

Y型M4用圧着端子

リード線

③

材　質　・　備　考

10m

11
.5

φ

13

9 10 11

41

12

1

2

10
5

10
7

22

40

3 7 8

5

60 804

6
60

80

A断面図

105 62

A

14

③

②

①

　セントラルユニット側

　降雪センサ部側

　サーミスタ(502AT)

　LED 赤

　M3

　5φ-4

　16φ

　プラスマイナス付ボルト

　SUS

　AES樹脂　300g

　専用コネクタ付ケーブル　4P-10ML(S)

　取付穴

　降雪検出部

　センサケース

　付属取付ビス

　角度固定ネジ

　センサ取付ベース

　ケーブル引込口

　仮固定ネジ

　動作ランプ

　外気温度センサ

　ケーブル差込口

　ロック付コネクタ

　専用コネクタ

　専用ケーブル

　赤外線反射式 アクリル板2.0t（スモーク）

⑭

⑬

⑫

⑪

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

⑤

④

⑤

④

③

②

①

　運転表示ランプ

　降雪表示ランプ

　電源スイッチ

　自動モード選択ツマミ

　予熱温度設定ツマミ

　点灯時：運転出力中

　設定範囲：-7℃～17℃

　モード2：融雪運転モード

　モード3：降雪運転モード

　モード4：予熱固定モード

　LED　赤

点滅時：地温センサ異常お知らせ

　点灯時：融雪運転中（降雪運転中）

点滅時：降雪センサ着雪お知らせ

　モード1：フル自動運転モード

⑬

⑫

⑪

⑩

⑨

　外部ﾘﾚｰ接続ｺﾈｸﾀ

　簡単ﾘﾓｺﾝ接続ｺﾈｸﾀ

　ディップスイッチ-3

　降雪ｾﾝｻ部接続ｺﾈｸﾀ

　ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾘﾓｺﾝ接続ｺﾈｸﾀ

　専用コネクタ付ケーブル

　DC12V 120mA　有電圧出力

　専用コネクタ付ケーブル

　専用ｺﾈｸﾀ付ｹｰﾌﾞﾙ　5P-10M

　-2℃～10℃、及びテスト

　外気温度設定(工場出荷値4℃)

⑧

⑦

⑥ 　ディップスイッチ-1

　ディップスイッチ-2

　融雪温度設定ダイヤル 　0～15℃(工場出荷値7℃)

　パラメータ設定-1(設定表参照)

　パラメータ設定-2(設定表参照)

65 65

2-φ5.5

25

15
9

30

取付ビス穴5.5φ-10φ

13
.5

11
9

25

10 11 12 13

9

7

8

6

降雪出力 制御出力
AC250V3A(抵抗負荷）AC250V3A(抵抗負荷）

AC100～200V
電源

負荷負荷

ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾘﾓｺﾝ

簡単ﾘﾓｺﾝ

外部ﾘﾚｰ
端子配列図

降雪ｾﾝｻ

パラメーター設定
※２

融雪運転温度設定

設定された値は
予熱温度設定値に
加算された値となる
設定範囲 ０～１５℃
（工場出荷値７℃）

テスト、－２℃～１０℃

（工場出荷値４℃）

外気温度設定

降雪ｾﾝｻ接続コネクタ  

ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾘﾓｺﾝ接続コネクタ 

簡単ﾘﾓｺﾝ接続コネクタ 

DC12V有電圧出力

外部ﾘﾚｰ接続コネクタ  

※専用のｺﾈｸﾀ付ｹｰﾌﾞﾙにより接続します。

－７℃～＋１７℃
設定範囲

点灯：運転時
点滅：地温異常時

点灯：融雪運転中
点滅：降雪センサ着雪時

（降雪中および遅延タイマー運転中）

※１

入－切

（入の時ランプ点灯）

電源スイッチ

自動モード選択

降雪検知表示ランプ

自動モード選択

運転中 降雪中

白金測温抵抗体(PT100)：±1digit以下

4.5VA(AC100V)～8.0VA(AC240V)

SFX(耐熱ビニル)黒　外シールド網組　0.5sq×3C

　耐熱PVC AWG26-5C(シールド付) 10m

　専用ｺﾈｸﾀ付ｹｰﾌﾞﾙ　4P-10ML(S)

工事名

図面名

作成年月日

縮尺

会社名

図面番号

青森運輸支局ロードヒーター追加設置工事

令和8年7月10日

株式会社カトー建築設計事務所

A1：1/NS
A3：1/NS

E-07

電熱設備機器仕様図



LP
WW L

R RR L 1 R L 2

C

SS-3001による降雪・外気温検知

DTC-01①による地温検知

手動または自動による交互運転

DTC-01②による地温検知

手動または自動による交互運転

A 1 B 1 B 1

09

鋼板ＳＰＣ　２．３ｍｍ

屋内露出壁掛け型

ベージュ(マンセル5Y7/1)

ベージュ(マンセル5Y7/1)

鋼板ＳＰＣ　１．６ｍｍ

板厚

形式

塗装色

本体

中板

外面

内面

扉

盤

記

N P

W L

字

ング制御

号 記

R L 1

R L 2

入文

ィヒ

電

ーテ

源

通電1

通電2

WW L

R RR L 1 R L 2

PN

付ドルーシC5-3.0TCV
）ルブーケ用専(

ーサンセ雪降

温地 1 雪降

１力出源電

00SS 3- 1

21

H
T

H
T

温地温地
白黒

温度センサー

001TP
白金側温抵抗体②

B 2B 2A 2

A 2 B 2 B 2

1

2

54

8 9 10

D T C 0 1T H 2

T S XT S X

06 07

08

O S
切手動 自動

(盤内)
2

05

CS S

L E D

R L 23・4

通電表示2
通電

17：00～8：00

B 1B 1A 1

001TP
抵白金側温 抗体①

( T B )

SS C

L E D

R L 11・2

01

1

2

54

8 9 10

D T C 0 1T H 1

S
手動 切 自動

T S XT S X

02 03

04

T S

TS

C O

(盤内)
1

F A N

T S X

RU4S-A200L E

W L

D TB15601K

T SF A N F A N

24時間タイマー源表示電F A N F A N 通電表示18:00～17：00
通電

A
C

0
0
V

2

T

R

T H
盤内サーモ
0～+60℃可変

3 0 / 6 A
S

2 0 0 V
.R T

御電源制

3
2
E

2 P
C B

0 m A
P 0 /3
L BC 6

0 A3

S S C
( 3 0 1 )

4S S C
( 5 0 1 )

3S S C 2
( 3 0 1 )

S

3 0 m A
2 P
E L BC 1

0 / 0 A33
3 0 m A
2 P
E L BC 2

0 / 0 A33

RH-1
3 6 9 0 W 3 6 9 0 W

RH-2 RH-3 RH-4
3 6 9 0 W 3 1 0 0 W 3 1 0 0 W

RH-5
3 1 0 0 W

RH-6

0
m3 0 A

2 P 0 A/ 33
CE L B 5

3 0 m A
2 P 0 / 33
E L BC 4

0 A0
m3 0 A

2 P 0 A/ 33
CE L B 3

CS
( 5 0 1 )

1

（中性線欠相保護付き）

M BC MC
3 P 1 0 0 / 7 5 A

1 φ 3 W 2 0 0 V

1300

排気

給気

200

210

(ルーバー・排気ファン含む)

70
0

排気FAN

排気FAN

給気ルーバー 給気ルーバー

ＰＮ

*電源・ヒーターケーブルは直接各ブレーカーへ接続する事

工事名

図面名

作成年月日

縮尺

会社名

図面番号

青森運輸支局ロードヒーター追加設置工事

令和8年7月10日

株式会社カトー建築設計事務所

A1：1/NS
A3：1/NS

E-08

電熱設備融雪制御盤姿図・単線結線図



青森運輸支局ロードヒーター追加設置工事

工事名

図面名

作成年月日

縮尺

会社名

事業者名

図面番号

建築工事詳細図

令和8年7月10日

株式会社カトー建築設計事務所

国土交通省　東北運輸局

A1：1/500 
A3：1/1000

青森運輸支局ロードヒーター追加設置工事

E-09

同R3年度版形式

3.工事種目

2.敷地面積

Ⅰ．工事概要

1.工事場所

4.指定部分　　　　　　　　　　　　・有　　・無　　対象部分（　　　　　　　　　　　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　指定部分工期　　　年　　月　　日

特　　記　　事　　項

(1) 図面及び本特記仕様書に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部制定の「公共建築改修工事標準仕様書

・ 材料の品質等

建築基準法に基づき定まる風圧力及び積雪荷重の算定には次の条件を用いる。

項　　目

(3) 本特記仕様書の表記

　風速（Vo=　　　m/s）

   ・ 印の付かない場合は、※印の付いたものを適用する。

1) 本工事に使用する材料は、設計図書に定める品質及び性能の他、通常有すべき品質及び性能

   を有するものとする。

・ 環境への配慮

(2) 電気設備工事及び機械設備工事を本工事に含む場合は、電気設備工事及び機械設備工事はそれぞれの特記仕様書を適用す

　　る。なお、電気設備工事の特記仕様書は（　 ／　 ）図、機械設備工事の特記仕様書は（　 ／　 ）図による。

○

○

 (1.4.2)[1.4.2]

5) 　 印は、「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成12年法律第100号）」に基づく「環境物品等の調達

① 合板、木質系フローリング、構造用パネル、集成材、単板積層材、MDF、 パーティクル

　 材料で、設計図書に規定する「ホルムアルデヒドの放散量」の区分に応じた材料を使用す

③ 接着剤は、可塑性（フタル酸ジ-n-プチル及びフタル酸ジ-2-エチルヘキシル等を含有しな

④ ①の材料を使用して作られた家具、書架、実験台、その他の什器類は、ホルムアルデヒド、

　 次の①から④を満たすものとする。

1) 建築物内部に使用する材料等は、設計図書に規定する所要の品質及び性能を有すると共に

　 塗料、仕上塗材は、アセトアルデヒド及びスチレンを発散しない又は発散が極めて少ない

　 い難揮発性の可塑剤を除く）が添加されていない材料を使用する。

   アセトアルデヒド及びスチレンを発散しないか、発散が極めて少ない材料を使用したもの

(1.4.1)[1.4.1]

② 接着剤及び塗料は、トルエン、キシレン及びエチルベンゼンの含有量が少ない材料を使用

2) 備考欄に商品名が記載された材料は、当該商品又は同等品を使用するものとし、同等品を

3) 標準仕様書に記載されていない特別な材料の工法については、材料製造所の指定する工法と

   する。

・風圧力

・積雪荷重 　　

　 ボード、その他の木質建材、ユリア樹脂板、壁紙、接着剤、保温材、緩衝材、断熱材、

　 する。

   とする。

　 使用する場合は監督職員の承諾を受ける。

4) 本工事に使用する材料のうち、5)に指定する材料の製造業者等は、次の①から⑥の事項を

　 満たすものとし、その証明となる資料（外部機関が発行する証明書の写し等）を監督職員に

　 提出して承諾を受ける。ただし、あらかじめ監督職員の承諾を受けた場合はこの限りでない。

① 品質及び性能に関する試験データを整備していること。 

② 生産施設及び品質の管理を適切に行っていること。 

③ 安定的な供給が可能であること。 

④ 法令等で定める許可、認可、認定又は免許を取得していること。 

⑤ 製造又は施工の実績があり、その信頼性があること。 

⑥ 販売、保守等の営業体制を整えていること。 

　 る。

　平成12年5月31日建設省告示第1455号における区域　別表（　　　）

　 の推進に関する基本方針（令和4年2月25日変更閣議決定）」に定める特定調達物品における判断の基準（特定調達品目

　「公共工事」においては表1中の品目ごとの判断の基準）を満たすものを示す。

1) 項目は、・ 印の付いたものを適用する。○

○ ○

1

各
章
共
通
事
項

章

・ 適用区分

・

・

　　（以下「標準仕様書」という。）によるほか、下記仕様書等のうち、○を付けたものを適用する。

・ 化学物質の濃度測定

・ 埋設配管・配線および

・ 放射線透過試験

労働安全衛生法、「電離放射線障害防止規制」（昭和47年労働省令第41号）等に定める

ところによるほか、次による。

1) 作業主任者は、エックス線作業主任者の資格を有するものとし、資格を証明するもの

　 とし、資格を証明する資料を監督職員に提出する。

2) 放射線照射量は最小限のものとし、照射中は人体に影響のない程度まで照射器より

　 離れる。また、作業者以外の立入禁止措置を講ずる。

3) 露出時間は、コンクリートの厚さ等により、適宜調整する。

4) 付近にフィルム、磁気ディスク等放射線の影響を受けるものの有無を確認する。

5) 躯体の墨出しは、表裏でズレがないように措置を講ずる。

　 撮影枚数　　　枚　

   フィルムサイズ　

　 コンクリート厚さ　　　cm

・探査機（電磁波レーダー法又は電磁波誘導法）による探査

配管　・配線等の位置の墨出を行う

範囲

　 鉄筋調査

あと施工アンカー工事

6章および8章による

コア抜き、はつり工事等

※既存資料調査

ゼン、スチレンの濃度を測定し、測定結果を監督職員に報告する。

3) 測定方法は、現場説明書による。

4) 測定結果の報告は、現場説明書による。

1) 施工完了後、引渡前に室内空気中のホルムアルデヒド、トルエン、キシレン、 エチルベン

・ 騒音・粉じん等の対策  [2.1.3]

・防音シート

防音パネル等を取り付ける足場等の設置範囲

・図示による　　

仮設間仕切りの種別と材質等

種別

[2.3.2][表 2.3.1]

 [2.3.1]

仮設間仕切りに設ける仮設扉の材質等

・ 既存部分の養生 養生方法等

・既存部分

・既存家具、既存設備等

・既存ブラインド、カーテン等

 保管場所（・図示による　　・　　　　　　） 

・固定された備品、机、ロッカー等の移動

既存部分に汚染又は損傷を与えるおそれのある場合は養生を行う。また、万一損傷等を与えた

場合は、受注者の責任において速やかに修復等の処置を行う。 

仮設間仕切り及び仮設扉の設置箇所

・材料、撤去材等の運搬方法

　種別(・A種　　・B種　　・C種　　・D種　  ・E種 )

C種：利用可能なエレベーター　（・図示による　　・　　　　　　）

D種：利用可能な階段　　　　　（・図示による　　・　　　　　　）

・設置する

・ 足場等  [2.2.1][表 2.2.1]

外部足場

防護シート

・設置しない

・設置しない

Ⅱ.建築改修工事仕様

※図示による　　

2

仮
設
工
事

・設置する

・設置しない

（設置範囲　　・工事に必要な範囲　　・図示による　　・　　　　　　）

・設置する

（設置範囲　　・工事に必要な範囲　　・図示による　　・　　　　　　）

内部足場

（※脚立、足場板等　　・　　　　　　）

養生方法（※ビニルシート、合板　　・　　　　　　）

養生方法（・ビニルシート等　　・　　　　　　） 　　　　　　　　　　　　　　　

・図示による　　

・図示による　　

仕上げ（厚さmm） 塗装 充填

・A種

・せっこうボード

  種類(・　　　　　　　　　)

  厚さ(・　　　mm  　※9.5mm )

・合板

　材種(・　　　　　　　　　）

  厚さ(・　　　mm 　 ※9mm )

・

・B種

グラスウール
・無し

・片面

・
厚さ　　　mm

※C種 防煙シート

材質 仕上げ 塗装 設置箇所

※木製

・

※合板張り程度

・

・無し

・片面

・　　　か所

・図示による

・ 施工条件 (1.3.5)[1.3.5]・施工順序 

・工事用車両の駐車場及び資機材の置き場所 

・ 石綿含有建材の調査 調査

※石綿含有建材の事前調査 

工事着手に先立ち、あらかじめ関係法令に基づき、石綿含有建材の事前調査を行う。

[1.5.1]

改修工事特記仕様書

    　・建築工事標準詳細図（令和 4年版）（以下「標準詳細図」という。）

※「3.工事種目」すべてを工事範囲とする。

・「3.工事種目」のうち　　　　　　　　　　の工事範囲は下記のとおりとする。

5.工事範囲

（※現場説明書による　　・図示　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（・図示　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

ウト材、乾式保護材、既製調合モルタル（タイル工事用)、既製調合目地材、ルーフドレン、

吸水調整材、錠前類、クローザー類、自動ドア機構、自閉式吊り引戸機構（手動開き式）、

重量シャッター、

sm1.18;軽量シャッター、オーバーヘッドドア、防水剤、現場発泡断熱材、フリーアクセスフ

ロア、可動間仕切、移動間仕切、トイレブース、煙突用成形、ライニング材、天井点検口、

床点検口、グレーチング、トップライト、屋上緑化システム、ポリマーセメントモルタル、

鋳鉄製ふた 

貸与資料（・アスベスト関係材料調査票　　・既存図面　　・　　　　　　　　　　）

 (1.5.9)［1.7.9］

）の「（別紙）手すり先行工法等に関するガイドライン」に基づく足場の設置に当たっては、同

ガイドラインの別紙1「手すり先行工法による足場の組立て等に関する基準」における2の(2)手

すり据置方式又は(3)手すり先行専用足場方式により行う。

2) 測定対象室及び測定箇所数等は現場説明書による。

○

青森県青森市大字浜田字豊田139-13地内

22,196.09㎡

改修　一式

(1) ロードヒーター追加敷設に伴う建築工事　

　　①　既存タイル舗装撤去工事（産業廃棄物処分共）

改修　一式　　②　ロードヒーター下地モルタル新設

改修　一式　　③　タイル舗装新設（貼付けモルタル共）

　　（既存舗装用タイル：木曽グラニット/(株)ニット―）

　　（既存タイル割りは図示）

    （建築工事編）令和7年版（以下「改修標準仕様書」という。）及び「公共建築工事標準仕様書（建築工事編）令和 7年版

・ 仮設間仕切り

・ 単管バリケード

・　集塵機付コンクリートカッターを使用する事

・　来庁者との区分のため、作業エリアは単管バリケードで区画する事。

2) 特記事項は、・ 印の付いたものを適用する。

   ・ 印と ※ 印の付いた場合は、共に適用する。

3) 特記事項に記載の［     ］内表示番号は、改修標準仕様書の当該項目、当該図又は当該表を示す。

　地表面粗度区分 （・Ⅰ　 ・Ⅱ　 ・Ⅲ 　・Ⅳ）

5) 製造業者等に関する資料の提出を求める材料 

4) 特記事項に記載の（     ）内表示番号は、標準仕様書の当該項目、当該図又は当該表を示す。

    　・建築物解体工事共通仕様書（令和4年版）

養生方法（※ビニルシート等　　・　　　　　　） 

xl1,a0.25,sm1,ql,t0;床型枠用鋼製デッキプレート、鉄骨柱下無収縮モルタル、無収縮グラ

xsm1.1;「「手すり先行工法に関するガイドライン」について」（厚生労働省　平成21年4月24日

□Ｇ



花壇

花壇

駐輪場

スロープ
（上部庇）

墨塗り部融雪範囲

U
P

UP

アスファルト舗装

アスファルト舗装

タイル舗装

タイル舗装

凡例

　　融雪範囲施工箇所を示す。

　　A型バリケード施地位置を示す。

工事名

図面名

作成年月日

縮尺

会社名

事業者名

図面番号

青森運輸支局ロードヒーター追加設置工事

令和8年7月10日

株式会社カトー建築設計事務所

国土交通省　東北運輸局

※磁器質タイル　無釉

建築工事詳細図

E-10
A1：1/10,1/200
A3：1/20,1/400

入口

庁舎
車庫

既存融雪範囲

カッター入れ
タイル【撤去】 （下地モルタル共）
カッター入れ
コンクリート 【撤去】

D10＠200ﾀﾃﾖｺ

切込砕石

磁器質無釉タイルｔ＝20【新設】
下地モルタルｔ＝30【新設】
【熱線敷設（電気工事） 】
均しモルタルｔ＝30【新設】

開庁時可動 閉庁時可動

±
0

-
9
00

-
6
00

-
70

0

-
30

0
-
6
5
0

-
7
00

融雪範囲平面図　S=1/200

改修後タイル舗装断面図　S=1/10

改修前タイル舗装断面図　S=1/10

改修前タイル舗装断面図　S=1/10
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